
1 11 Ｒ 7 年度（ R7 ～ R9 ） 6 年度

１　基本事項 ２　事業概要（Plan）

款 項 目 事業２

1 1 02 01 01 001

３　実施結果（Do）

　 ① 事業費 単位：千円

412 412

ヒアリング
指示事項

※企画調整Ｇ記入
欄

主な年次計画
（取組）

積算根拠

2,433 3,045 1,018 2,934

人件費（＠4,300*時間数）

職員旅費　323
消耗品　4
委託料　297

職員旅費　1,419
消耗品　162
委託料　550
使用料　220
負担金　82

職員旅費　1,824
消耗品　81
委託料　550
使用料　264
負担金　326

職員旅費　706
消耗品　 80
委託料　  0
負担金　232

職員旅費　1,776
消耗品　81
委託料　825
負担金　252

387 438 400

一般財源 624

特
定
財
源

国支出金

その他

町債

道支出金

2,934

決算 決算 決算 決算 予算

事業費

R3（後期1） R4（後期2） R5（後期3） R6（後期4）
事業費の推移

624 2,433 3,045 1,018

R7（後期5）

決算・決算見込み・予算・計画 決算・決算見込み・予算・計画 決算・決算見込み・予算・計画 決算・決算見込み・予算・計画 決算・決算見込み・予算・計画

職員の資質向上、住民サービスの向上
施策項目 9999 その他

H28（前期1） H29（前期2） H30（前期3） R1（前期4） R2（前期5）

対　象 職員

政策展開方針
（Ｒ2～Ｒ６）

大項目 9 その他

中項目 9 その他
成果目標

総合戦略 99 その他

厚真町強靭化計画 9999 その他

健全な行政運営の推進

施策項目 202 強固な行政組織づくりの推進

復旧・復興計画 99 その他

事業の性質 法令に基づく義務的事業 条例等の有無 有

事業の目的
職員の人格及び教養を高め、町民全体の奉仕者にふさわしい識見及び実
践力を育成する。

事業１ 性質別経費

事業終了年度 令和 7 年度 町 一般

事業の内容
（手段・方法

等）

研修計画に基づき、新任・監督等研修のほかスキルアッブのための研修
を実施
【主な研修先】自治大学、市町村アカデミー、市町村職員研修セン
ター、胆振町村会、東胆振広域圏合同研修

根拠法令・例規計画等 地方公務員法第39条、厚真町職員研修規定

総合計画

基本目標 5 みんなで支えるあつま

基本施策 20

事業区分
事業開始年度 平成 28 年度 事業主体 会計区分

予算科目

0302

第４次厚真町総合計画　実施計画シート

事業名 職員研修事業
担当課 担当グループ 作成者（職・氏名） 実施計画年度（期間） 事業評価対象年度

総務課 総務人事グループ 主任・小野寺　崇伸 Ｒ



② 実績・成果

単位 単位 単位 単位 単位 単位 単位 単位 単位 単位

回 回 回 回 回 回 回 回 回 回

回 回 回 回 回 回 回 回 回 回

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

４　事業の評価（Check） ５　今後の方向性・課題・改善提案等（Ａction)

※評価結果は、A：妥当である　B：概ね妥当である　C：あまり妥当でない　D：妥当でない　で評価する

６　内部評価（本欄は、内部評価委員会で使用するため事業担当課は入力しないでください。）

７　外部評価（本欄は、外部評価委員会で使用するため事業担当課は入力しないでください。） ８　外部評価に対する町の考え方

Ｒ 8 年 1 月 28 日 Ｒ 8 年 3 月 18 日拡大 回答年月日

付帯意見
（全体意見）

〇職員の資質向上と組織力強化において重要な事業であるが、研修の効果測定と改善が課題となって
　いる。
〇人材育成・確保基本方針の策定を契機に、階層別×課題別の体系的な研修体系の構築と人事評価
　との連動が必要である。
〇人事評価制度との連動を強化し、研修に積極的に取り組む職員を評価する仕組みの拡充が期待される。
▶以上から、予算を現状維持とし、サービス・方向性を拡大のうえ事業を継続することが望ましい。

〇人材育成確保基本方針と職員研修事業については、階層別×課題別の体系的な研修体系
　の構築と人事評価との連動を念頭に、業務プロセスの可視化、OJTの仕組み化、業務の
　見える化を人材育成・確保基本方針に盛り込み、職員研修事業について方針に基づいた
　取り組みとしてまいります。
〇活動指標については、第4次の指標、研修回数・研修参加者数から、研修満足度・研修
　後の行動変容定着について職員アンケートにより測定し、改善を図ってまいります。

その他意見
（個別意見）

〇研修参加者数ではなく、受講直後の満足度、3～6か月後の行動変容、業務プロセスの可視化など、
　研修効果を多面的に測定する指標体系の構築が望ましい。
〇OJTの仕組み化と業務の見える化により、組織全体の育成文化を醸成することが求められる。
〇義務的な研修参加ではなく、職員が自らの課題に応じて主体的に学ぶ文化の醸成が期待される。
〇組織文化の変革には時間を要することを前提に、中長期的な視点で人材育成基本方針を推進
　することが求められる。

評価実施年月日 予算 継続（現状維持） サービス 継続（拡大） 方向性

※予算・サービスは「継続（拡大・現状維持・縮小）」および「終了」から、方向性は「拡大」「現状維
持」「縮小」「終了」から選択する。

予算 継続（現状維持） サービス 継続（現状維持） 方向性 拡大 意見
市町村アカデミーや自治大学校など、研修効果が極めて高いものがあるが、全体的な研修の方向性については検討
する必要がある。

有効性
期待された成果が得
られたか？ Ｂ

研修により職員の啓発意識向上が図られている。一方で、職員アンケート
の結果、職階に求められる水準に達していないと感じている職員の傾向が
見られ、改善の余地がある。

課題および
改善提案

課題）
●人材育成確保基本方針の策定
●一体なんのために研修をするのかという職員の意識醸成
改善提案）
●集合研修の企画については、定期的な職員アンケートやワークショップによる課題感の把
握により、期待する効果を設定する。
●KPIについて次のとおり変更する。
①実施直後の職員アンケートによる受講者満足度調査の割合（アウトプットの効果測定）
②定期的な職員アンケ－トによる研修結果の定着実感の割合（アウトカムの測定）

効率性
コスト面からみた費
用対効果は適正か？ Ｂ

北海道市町村職員研修センターへの派遣については、旅費のみの負担であ
るところ、復命書から研修参加後の行動変容の意識が見られるため、コス
ト面から見た費用対効果は適性である。

サービス 継続（現状維持） 方向性 拡大

妥当性
実施主体・目的・対
象・手段等は公平か
つ妥当か？

Ｂ

研修計画に沿って初任者・中級・管理職などに合わせた職階研修への派遣
を行っており、実施主体・目的・対象は公平かつ妥当である。一方で、研
修計画が硬直化しており、数年連続して研修を受けた後は研修が全くない
期間がある等、手段について課題がある。

理由 手段を検討し、期待される成果につなげるため

評価項目 評価の視点 評価結果 説　　明 予算 継続（現状維持）

205 41 96 192 110 0

150 150

実　績 95 176 51 149 307 61 144

150 150 150 150 150 150

288 165

※数値化できない活動内容や指標の変更等について記載する

主
な
成
果
指
標

研修参加人数

目　標 105 150

※数値化できない成果や指標の変更等について記載する

達成度 90 117 34 99

主
な
活
動
指
標

達成度 130 97 17 97 77 86 97 89 91 0

研修開催件数

目　標 20 35

指　標　名　称　（　前　期　）

35 35

実　績 26 34 6 34 27 30 34

35 35 35 35 35 35

31 32

R3（後期1） R4（後期2） R5（後期3） R6（後期4） R7（後期5）

数量 数量 数量 数量 数量

H28（前期1） H29（前期2） H30（前期3） R1（前期4） R2（前期5）

数量 数量 数量 数量 数量


